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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力を供給するためのデバイスであって、
　発振器を備え、かつ前記発振器の周波数の変化を検出するように構成される検出回路と
、
　ワイヤレス電力トランスミッタであって、前記検出回路が前記発振器の前記周波数の前
記変化を検出すると、充電可能デバイスが前記トランスミッタの充電領域内に配置されて
いるかどうかを判定するように構成され、前記トランスミッタが、少なくとも第1および
第2の電力状態のうちの1つにおいて動作するようにさらに構成され、前記第1の電力状態
が、前記第2の電力状態より低い前記トランスミッタからの電力出力を有し、前記トラン
スミッタが、前記発振器の前記周波数の前記変化を検出することに基づいて、前記第1の
電力状態から前記第2の電力状態に移行するように構成され、前記トランスミッタが、前
記第2の電力状態において前記充電可能デバイスに電力を送信しているときに、前記トラ
ンスミッタが、前記検出回路から電気的に絶縁されるようにさらに構成される、ワイヤレ
ス電力トランスミッタと
を備える、デバイス。
【請求項２】
　前記検出回路を前記トランスミッタに結合するように構成されるアイソレータをさらに
備え、前記アイソレータが、スイッチ、方向性結合器、変圧器、または別個の結合コイル
を備える、請求項1に記載のデバイス。
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【請求項３】
　前記検出回路が、前記トランスミッタのコイルに結合されるコイルを備え、前記検出回
路のコイルが、前記トランスミッタのコイルを励起するように構成される、請求項1に記
載のデバイス。
【請求項４】
　前記検出回路が、前記トランスミッタの動作特性に基づいて選択的に動作可能である、
請求項1に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記トランスミッタが、前記充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在する
かどうかを判定するために、前記充電可能デバイスとの通信リンクの確立を試みること、
または前記充電可能デバイスの充電を試みることを行うようにさらに構成される、請求項
1に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記トランスミッタが、前記発振器の前記周波数の前記変化を検出することに応答して
、周期信号を送信するようにさらに構成される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記発振器の周波数の前記変化が、前記トランスミッタの送信共振器を備える共振回路
の共振周波数の変化の結果である、請求項1に記載のデバイス。
【請求項８】
　ワイヤレス電力を供給するためのデバイスであって、
　検出回路によって測定された信号の位相の変化を検出するように構成される検出回路と
、
　ワイヤレス電力トランスミッタであって、前記検出回路が前記信号の前記位相の前記変
化を検出すると、充電可能デバイスが前記トランスミッタの充電領域内に配置されている
かどうかを判定するように構成され、前記トランスミッタが、少なくとも第1および第2の
電力状態のうちの1つにおいて動作するようにさらに構成され、前記第1の電力状態が、前
記第2の電力状態より低い前記トランスミッタからの電力出力を有し、前記トランスミッ
タが、前記検出回路によって測定された前記信号の前記位相の前記変化を検出することに
基づいて、前記第1の電力状態から前記第2の電力状態に移行するように構成され、前記ト
ランスミッタが、前記第2の電力状態において前記充電可能デバイスに電力を送信してい
るときに、前記トランスミッタが、前記検出回路から電気的に絶縁されるようにさらに構
成される、ワイヤレス電力トランスミッタと
を備える、デバイス。
【請求項９】
　前記検出回路が、位相ロックループまたは基準クロックおよび位相比較器を備える、請
求項8に記載のデバイス。
【請求項１０】
　前記検出回路が、スイッチ、方向性結合器、変圧器、または別個の結合コイルを介して
前記検出回路を前記トランスミッタに結合することによって、前記トランスミッタから選
択的に電気的に絶縁されるようにさらに構成される、請求項8に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記検出回路が、前記トランスミッタのコイルに結合されるコイルを備え、前記検出回
路のコイルが、前記トランスミッタのコイルを励起するように構成される、請求項8に記
載のデバイス。
【請求項１２】
　前記検出回路が、前記トランスミッタの動作特性に基づいて選択的に動作可能である、
請求項8に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記トランスミッタが、前記充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在する
かどうかを判定するために、前記充電可能デバイスとの通信リンクの確立を試みること、
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または前記充電可能デバイスの充電を試みることを行うようにさらに構成される、請求項
8に記載のデバイス。
【請求項１４】
　前記トランスミッタが、前記信号の前記位相の前記変化を検出することに応答して、周
期信号を送信するようにさらに構成される、請求項8に記載のデバイス。
【請求項１５】
　前記信号の位相の前記変化が共振回路の位相の変化の結果であり、前記共振回路が前記
トランスミッタの送信共振器を備える、請求項8に記載のデバイス。
【請求項１６】
　ワイヤレス電力を供給するための方法であって、
　検出回路の発振器の周波数の変化を検出するステップと、
　前記発振器の前記周波数の前記変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力
トランスミッタの充電領域内に配置されているかどうかを判定するステップと、
　前記発振器の前記周波数の前記変化を検出することに基づいて、前記トランスミッタを
第1の電力状態から第2の電力状態に移行するステップであって、前記第1の電力状態が、
前記第2の電力状態より低い前記トランスミッタからの電力出力を有する、移行するステ
ップと
を含み、
　前記トランスミッタが、前記第2の電力状態において前記充電可能デバイスに電力を送
信しているときに、前記トランスミッタが、前記検出回路から電気的に絶縁されるように
構成される、方法。
【請求項１７】
　前記検出回路が、前記トランスミッタの動作特性に基づいて選択的に動作可能である、
請求項16に記載の方法。
【請求項１８】
　前記充電可能デバイスが充電領域内に配置されているかどうかを判定するステップが、
前記周波数の前記変化を検出することに応答して前記充電可能デバイスが関連付けられた
充電領域内に存在するかどうかを判定するために、前記充電可能デバイスとの通信リンク
の確立を試みるステップ、または前記充電可能デバイスの充電を試みるステップをさらに
含む、請求項16に記載の方法。
【請求項１９】
　前記発振器の前記周波数の前記変化を検出することに応答して、周期信号を送信するス
テップをさらに含む、請求項16に記載の方法。
【請求項２０】
　前記発振器の前記周波数の前記変化が、前記トランスミッタの送信共振器を備える共振
回路の周波数の変化の結果である、請求項16に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、ワイヤレス電力に関し、より詳細には、関連付けられた充電領域内
に配置された有効な充電可能デバイスを検出するためのワイヤレス電力トランスミッタに
関する。
【背景技術】
【０００２】
　ますます多くの様々な電子デバイスが、充電式バッテリーを介して給電されている。そ
のようなデバイスには、モバイルフォン、携帯型音楽プレーヤ、ラップトップコンピュー
タ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイス(たとえば、ブ
ルートゥースデバイス)、デジタルカメラ、補聴器などが含まれる。バッテリー技術は向
上したが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの電力量をますます必要とし、そ
れを消費する。したがって、これらのデバイスは、常に再充電する必要がある。充電式デ
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バイスは、しばしば、電源に物理的に接続されているケーブルまたは他の同様のコネクタ
を通して有線接続を介し、充電される。ケーブルおよび同様のコネクタは、場合によって
は、不便であるか、または扱いにくく、かつ他の欠点を有することがある。充電式電子デ
バイスを充電するか、または電子デバイスに電力を提供するのに使用されることになる電
力を自由空間において伝達することができるワイヤレス充電システムは、有線式の充電解
決策の欠点の一部を克服する可能性がある。したがって、電子デバイスに電力を効率的か
つ安全に伝達するワイヤレス電力伝達システムおよび方法が望ましい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ワイヤレス電力アプリケーションでは、デバイスが充電されていないときにエネルギー
を保存することが望ましい場合がある。ワイヤレス電力トランスミッタ内でエネルギーを
保存しながら、充電可能デバイスを検出するための方法、システムおよびデバイスの必要
性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　添付の特許請求の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実装形態は各々、
いくつかの態様を有し、そのいずれの態様も単独では、本明細書で説明する望ましい属性
に関与することはない。添付の特許請求の範囲を限定することなく、本明細書においてい
くつかの顕著な特徴について説明する。
【０００５】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実装形態の詳細について、添付の図面およ
び以下の説明において述べる。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許
請求の範囲から明らかになるであろう。以下の図の相対的な寸法は、一定の縮尺で描かれ
ていない可能性があることに留意されたい。
【０００６】
　本開示に記載する主題の一態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供す
る。本デバイスは、発振器を備え、発振器の周波数の変化を検出するように構成される、
検出回路を備える。デバイスは、検出回路が発振器の周波数の変化を検出すると、充電可
能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているかどうかを判
定するように構成されるワイヤレス電力トランスミッタをさらに備える。
【０００７】
　本開示に記載する主題の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供
する。本デバイスは、検出回路によって測定された信号の位相の変化を検出するように構
成される検出回路を備える。デバイスは、検出回路が信号の位相の変化を検出すると、充
電可能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているかどうか
を判定するように構成されるワイヤレス電力トランスミッタをさらに備える。
【０００８】
　本開示に記載する主題の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供
する。本デバイスは、差動アンテナを備え、差動アンテナの中央タップ点における電圧ま
たは電流の変化を検出するように構成される、検出回路を備える。デバイスは、検出回路
が中央タップ点における電圧または電流の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤ
レス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているかどうかを判定するように構成さ
れるワイヤレス電力トランスミッタをさらに備える。
【０００９】
　本開示に記載する主題の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法を提供する
。本方法は、検出回路の発振器の周波数の変化を検出するステップを含む。本方法は、発
振器の周波数の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの
充電領域内に配置されているかどうかを判定するステップをさらに含む。
【図面の簡単な説明】
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【００１０】
【図１】ワイヤレス電力伝達システムの簡略ブロック図である。
【図２】ワイヤレス電力伝達システムの簡略図である。
【図３】本発明の例示的な実施形態において使用するためのループアンテナの概略図であ
る。
【図４】本発明の例示的な一実施形態による、トランスミッタの簡略ブロック図である。
【図５】本発明の例示的な一実施形態による、レシーバの簡略ブロック図である。
【図６Ａ】ワイヤレス電力伝達システムの簡略ブロック図である。
【図６Ｂ】例示的なグリッドディップ発振器を示す図である。
【図６Ｃ】例示的なリング発振器を示す図である。
【図７Ａ】例示的な位相ロックループを示す図である。
【図７Ｂ】例示的な位相比較方法を示す図である。
【図８】例示的な差動中央タップ不平衡感知方法を示す図である。
【図９】例示的な分離コイル励起構成を示す図である。
【図１０Ａ】検出回路およびトランスミッタを有する例示的なスイッチ構成を示す図であ
る。
【図１０Ｂ】検出回路およびトランスミッタを有する例示的な直接接続構成を示す図であ
る。
【図１０Ｃ】トランスミッタを有する例示的な方向性結合器構成を示す図である。
【図１０Ｄ】トランスミッタを有する例示的な変圧器構成を示す図である。
【図１０Ｅ】トランスミッタを有する例示的な別個の結合コイル構成を示す図である。
【図１１】本明細書で説明するいくつかの例示的な実施形態による方法を示すフローチャ
ートである。
【図１２】本明細書で説明するいくつかの例示的な実施形態による方法を示すフローチャ
ートである。
【図１３】本明細書で説明するいくつかの例示的な実施形態による方法を示すフローチャ
ートである。
【図１４】本明細書で説明するいくつかの例示的な実施形態による方法を示すフローチャ
ートである。
【図１５】本明細書で説明するいくつかの実施形態による、ワイヤレス電力を供給するた
めの装置の機能ブロック図である。
【図１６】本明細書で説明するいくつかの実施形態による、ワイヤレス電力を供給するた
めの装置の機能ブロック図である。
【図１７】本明細書で説明するいくつかの実施形態による、ワイヤレス電力を供給するた
めの装置の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　添付の図面に関する下記の詳細な説明は、本発明の例示的な実施形態の説明として意図
されており、本発明が実施され得る唯一の実施形態を表すように意図されているわけでは
ない。本説明全体にわたって使用される「例示的」という用語は、「例、実例、または例
示として機能すること」を意味しており、必ずしも、他の例示的な実施態様よりも好まし
い、または有利であると解釈されるべきではない。詳細に記載される説明は、本発明の例
示的な実施形態の完全な理解を与えるための具体的な詳細を含んでいる。本発明の例示的
な実施形態は、これらの具体的な詳細なしに実践されてよいことが、当業者には明らかで
あろう。場合によっては、本明細書に提示される例示的な実施形態の新規性を曖昧にする
ことを回避するために、よく知られている構造およびデバイスがブロック図の形式で示さ
れている。
【００１２】
　「ワイヤレス電力」という用語は、電場、磁場、電磁場に関連付けられたエネルギー、
またはさもなければ物理的電導体を使用することなくトランスミッタとレシーバとの間で
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送信されるエネルギーの任意の形態を意味するために、本明細書で使用される。これ以降
、純粋な磁場または純粋な電場は電力を放射しないという了解のもと、この3つはすべて
、一般に放射場と呼ばれる。これらは、電力伝達を達成するために、「受信アンテナ」に
結合されなければならない。
【００１３】
　図1は、本発明の様々な例示的な実施形態による、ワイヤレス送信または充電システム1
00を示す。エネルギー伝達をもたらすための場106を生成するために、入力電力102がトラ
ンスミッタ104に供給される。レシーバ108は場106と結合し、出力電力110と結合されたデ
バイス(図示せず)によって蓄積または消費するために、出力電力110を生成する。トラン
スミッタ104とレシーバ108の両方は、距離112だけ離間される。例示的な一実施形態では
、トランスミッタ104およびレシーバ108は、相互共振関係に従って構成されており、レシ
ーバ108の共振周波数とトランスミッタ104の共振周波数とが非常に近いとき、トランスミ
ッタ104とレシーバ108との間の送信損失は、レシーバ108が場106の「近接場(near field)
」に位置するとき、最小である。
【００１４】
　トランスミッタ104は、エネルギー送信のための手段を提供するための送信アンテナ114
をさらに含み、レシーバ108は、エネルギー受信のための手段を提供するための受信アン
テナ118をさらに含む。送信アンテナおよび受信アンテナは、それらと関連付けられるべ
きアプリケーションおよびデバイスに応じてサイズ決定される。上述のように、効率的な
エネルギー伝達は、電磁波内のエネルギーの大部分を遠方場(far field)に伝播するので
はなく、送信アンテナの近接場内のエネルギーの大部分を受信アンテナと結合することに
よって発生する。この近接場にあるとき、結合モードが、送信アンテナ114と受信アンテ
ナ118との間に発生する場合がある。この近接場結合が発生する場合がある、アンテナ114
および118の周りの領域を、本明細書では結合モード領域と呼ぶ。
【００１５】
　図2は、ワイヤレス電力伝達システムの簡略図を示す。トランスミッタ104は、発振器12
2と、電力増幅器124と、フィルタおよび整合回路126とを含む。発振器は、調整信号123に
応答して調整されてよい、468.75KHz、6.78MHz、または13.56MHzなどの所望の周波数にお
いて生成するように構成される。発振器信号は、電力増幅器124によって、制御信号125に
応答する増幅量で増幅される場合がある。フィルタおよび整合回路126は、高調波または
他の不要な周波数をフィルタ除去し、トランスミッタ104のインピーダンスを送信アンテ
ナ114に整合させるために含まれる場合がある。
【００１６】
　レシーバ108は、DC電力出力を生成して、図2に示すようにバッテリー136を充電するた
めに、またはレシーバに結合されているデバイス(図示せず)に電力供給するために、整合
回路132と、整流器およびスイッチング回路134とを含む場合がある。整合回路132は、レ
シーバ108のインピーダンスを受信アンテナ118に整合させるために含まれる場合がある。
レシーバ108およびトランスミッタ104は、別々の通信チャネル119(たとえば、Bluetooth(
登録商標)、zigbee、セルラーなど)上で通信する場合がある。
【００１７】
　図3に示すように、例示的な実施形態において使用されるアンテナは、本明細書で「磁
気」アンテナとも呼ばれることがある「ループ」アンテナ150として構成される場合があ
る。ループアンテナは、空芯、またはフェライトコアのような物理的コアを含むように構
成される場合がある。空芯ループアンテナは、コアの近くに配置された外部の物理デバイ
スに対してより耐性がある場合がある。さらに、空芯ループアンテナにより、コアエリア
内に他の構成要素を配置することが可能になる。加えて、空芯ループにより、送信アンテ
ナ114(図2)の結合モード領域がより強力な場合がある送信アンテナ114(図2)の平面内に、
受信アンテナ118(図2)をより容易に配置することが可能になる場合がある。
【００１８】
　上述のように、トランスミッタ104とレシーバ108との間のエネルギーの効率的な伝達は
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、トランスミッタ104とレシーバ108との間で整合して、またはほぼ整合して共振している
間に起こる。しかしながら、トランスミッタ104とレシーバ108との間の共振が整合しない
ときであっても、効率に影響が及ぶ場合があるものの、エネルギーを伝達することができ
る。エネルギーの伝達は、送信アンテナの近接場からのエネルギーを受信アンテナに結合
することによって行われ、受信アンテナは、送信アンテナからのエネルギーを自由空間に
伝搬させることなく、この近接場が確立される近傍に存在する。
【００１９】
　ループアンテナまたは磁気アンテナの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタ
ンスに基づく。ループアンテナにおけるインダクタンスは、一般的に、単にループによっ
て生成されたインダクタンスであるのに対して、キャパシタンスは、一般的に、所望の共
振周波数における共振構造を作り出すためにループアンテナのインダクタンスに加えられ
る。非限定的な例として、共振信号156を生成する共振回路を生成するために、キャパシ
タ152およびキャパシタ154がアンテナに加えられることがある。したがって、より大きい
直径のループアンテナに対して、共振を誘起するのに必要なキャパシタンスのサイズは、
ループの直径またはインダクタンスが大きくなるにつれて小さくなる。さらに、ループア
ンテナまたは磁気アンテナの直径が大きくなるにつれて、近接場の効率的なエネルギー伝
達面積が増加する。当然、他の共振回路が可能である。別の非限定的な例として、ループ
アンテナの2つの端子間に並列にキャパシタが配置されてよい。加えて、送信アンテナに
対して、共振信号156がループアンテナ150に入力され得ることを、当業者は認識するであ
ろう。
【００２０】
　図4は、本発明の例示的な一実施形態による、トランスミッタ200の簡略ブロック図であ
る。トランスミッタ200は、送信回路202および送信アンテナ204を含む。一般に、送信回
路202は、発振信号を与えることによって送信アンテナ204にRF電力を供給し、その結果、
送信アンテナ204の周りに近接場エネルギーを生成する。トランスミッタ200は、任意の適
切な周波数において動作する場合があることに留意されたい。例として、トランスミッタ
200は、6.78MHzのISMバンドで動作する場合がある。
【００２１】
　例示的な送信回路202は、送信回路202のインピーダンス(たとえば、50オーム)を送信ア
ンテナ204に整合させるための固定インピーダンス整合回路206と、高調波放射を、レシー
バ108(図1)に結合されたデバイスの自己ジャミングを防ぐレベルまで低減させるように構
成されるローパスフィルタ(LPF)208とを含む。他の例示的な実施形態は、限定はしないが
、特定の周波数を減衰させる一方で他の周波数を通過させるノッチフィルタを含む、異な
るフィルタトポロジーを含むことがあり、アンテナへの出力電力、または電力増幅器によ
って引き出されるDC電流などの、測定可能な送電メトリックに基づいて変化し得る、適応
インピーダンス整合を含むことがある。送信回路202は、発振器212によって決定されるRF
信号を駆動するように構成される電力増幅器210をさらに含む。送信回路は、別個のデバ
イスもしくは回路から構成されるか、または代わりに、一体型アセンブリから構成される
場合がある。送信アンテナ204から出力される例示的なRF電力は、2.5ワット程度とするこ
とができる。
【００２２】
　送信回路202は、発振器の周波数または位相を調整し、かつ取り付けられたレシーバを
介して隣接するデバイスと対話するための通信プロトコルを実装するように出力電力レベ
ルを調整するために、特定のレシーバの送信フェーズ(またはデューティサイクル)の間に
発振器212を有効にするためのコントローラ214をさらに含む。コントローラ214は、本明
細書ではプロセッサ214と呼ばれる場合もあることに留意されたい。当技術分野でよく知
られているように、発振器位相および送信経路内の関連する回路の調整により、特に、あ
る周波数から別の周波数に移行する際の帯域外放射の低減が可能になる。
【００２３】
　送信回路202は、送信アンテナ204によって生成された近接場の近傍において作動中のレ
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シーバの存在または不存在を検出するための負荷感知回路216をさらに含む場合がある。
例として、負荷感知回路216は、送信アンテナ204によって生成された近接場の近傍におけ
る作動中のレシーバの存在または不存在によって影響を及ぼされる電力増幅器210に流れ
る電流を監視する。電力増幅器210上の負荷に対する変化の検出は、エネルギーを伝達す
るために発振器212を有効にするかどうか、および作動中のレシーバと通信するかどうか
を決定する際に使用するためにコントローラ214によって監視される。
【００２４】
　送信アンテナ204は、リッツ線を用いて、または抵抗損を低く保つために選択された厚
さ、幅、および金属のタイプを有するアンテナストリップとして実装されてよい。従来の
一実装形態では、送信アンテナ204は、一般に、テーブル、マット、ランプ、または他の
可搬性の低い構成などの、より大きい構造と関連付けて構成され得る。したがって、送信
アンテナ204は、一般に、実用的な寸法のために「巻く」必要がないことになる。送信ア
ンテナ204の例示的な実装形態は、「電気的に小さい」(すなわち、波長の数分の一)とし
、共振周波数を規定するためにキャパシタを使用することによって、より低い使用可能な
周波数で共振するように同調される場合がある。
【００２５】
　トランスミッタ200は、トランスミッタ200に関連付けられたレシーバデバイスの所在お
よび状態に関する情報を収集および追跡する場合がある。したがって、送信回路202は、(
本明細書ではプロセッサとも呼ばれる)コントローラ214に接続される、存在検出器280、
密閉型検出器260、またはこれらの組合せを含む場合がある。コントローラ214は、存在検
出器280および密閉型検出器260からの存在信号に応答して増幅器210によって供給される
電力量を調整する場合がある。トランスミッタは、たとえば、ビル内にある従来のAC電力
を変換するためのAC-DCコンバータ(図示せず)、従来のDC電源をトランスミッタ200に適し
た電圧に変換するためのDC-DCコンバータ(図示せず)などの多くの電源を介して、または
従来のDC電源(図示せず)から直接電力を受け取る場合がある。
【００２６】
　非限定的な例として、存在検出器280は、トランスミッタのカバレッジエリアに挿入さ
れる、充電されるべきデバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であ
ってよい。検出後、トランスミッタはオンにされる可能性があり、デバイスによって受け
取られるRF電力は、所定の方法でRxデバイス上のスイッチを切り替えるために使用される
可能性があり、これにより次に、トランスミッタの駆動点インピーダンスに対する変化を
もたらす。
【００２７】
　別の非限定的な例として、存在検出器280は、たとえば、赤外線検出手段、運動検出手
段、または他の適切な手段によって人を検出することが可能な検出器である可能性がある
。いくつかの例示的な実施形態では、送信アンテナが特定の周波数で送信することができ
る電力量を制限する規制が存在する場合がある。場合によっては、これらの規制は、人を
電磁放射から守ることを意図されている。しかしながら、送信アンテナが、たとえば、ガ
レージ、工場の作業場、店舗などの、人が占有しない、または人が占有する頻度が低いエ
リアに配置される環境が存在する場合がある。これらの環境に人がいない場合、通常の電
力制限規制よりも高く、送信アンテナの電力出力を増加させることが許容可能な場合があ
る。言い換えれば、コントローラ214は、人の存在に応答して、送信アンテナ204の電力出
力を規制レベル以下に調整し、人が送信アンテナ204の電磁場による規制距離の外側にい
るとき、送信アンテナ204の電力出力を、規制レベルを超えるレベルに調整することがで
きる。
【００２８】
　非限定的な例として、密閉型検出器260(本明細書では、密閉型コンパートメント検出器
または密閉型空間検出器と呼ばれることもある)は、包囲体が閉状態または開状態である
ときを判定するための感知スイッチなどのデバイスである場合がある。トランスミッタが
包囲体内にあるとき、トランスミッタの電力レベルが増加される場合がある。
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【００２９】
　例示的な実施形態では、トランスミッタ200が無期限にオンのままではない方法が使用
される場合がある。この場合、トランスミッタ200は、ユーザが決定した時間の後に遮断
するようにプログラムされる場合がある。この特徴は、トランスミッタ200の周囲のワイ
ヤレスデバイスが十分充電された後、トランスミッタ200、特に電力増幅器210が長く動作
するのを防ぐ。このイベントは、リピータまたは受信コイルより送信された、デバイスが
十分充電されたという信号を検出するための回路の故障によるものである可能性がある。
その周囲に別のデバイスが配置されている場合に、トランスミッタ200が自動的にシャッ
トオフすることを防止するために、トランスミッタ200の自動シャットオフ機能は、その
周囲で動作が検出されずに、定められた期間が経過した後にだけ、アクティブ化されてよ
い。ユーザが、望み通りに、無活動時間間隔を決定し、それを変更できてよい。非限定的
な例として、この時間間隔は、特定のタイプのワイヤレスデバイスが最初に完全に放電し
たという仮定の下に、そのデバイスを完全に充電するのに必要な時間間隔よりも長くてよ
い。
【００３０】
　図5は、本発明の例示的な一実施形態による、レシーバ300の簡略ブロック図である。レ
シーバ300は、受信回路302と受信アンテナ304とを含む。レシーバ300は、それに受信電力
を提供するためのデバイス350にさらに結合する。レシーバ300は、デバイス350の外部に
あるものとして示されているが、デバイス350に統合されてよいことに留意されたい。一
般に、エネルギーは、受信アンテナ304にワイヤレスに伝搬され、次いで、受信回路302を
通じてデバイス350に結合される。
【００３１】
　受信アンテナ304は、送信アンテナ204(図4)と同じ周波数において、または指定された
周波数範囲内で共振するように同調される。受信アンテナ304は、送信アンテナ204と同様
な寸法にすることができるか、または関連付けられたデバイス350の寸法に基づいて異な
るサイズにすることがある。例として、デバイス350は、送信アンテナ204の直径または長
さよりも小さな直径寸法または長さ寸法を有するポータブル電子デバイスとすることがで
きる。そのような例では、受信アンテナ304は、同調キャパシタ(図示せず)のキャパシタ
ンス値を下げ、受信アンテナのインピーダンスを上げるために多巻アンテナとして実装す
ることができる。例として、受信アンテナ304は、アンテナ径を最大化し、受信アンテナ
のループ巻き(すなわち、巻線)数と、巻線間のキャパシタンスとを低減するために、デバ
イス350の実質的な外周の回りに配置されてよい。
【００３２】
　受信回路302は、受信アンテナ304に対するインピーダンス整合をもたらす。受信回路30
2は、受信されたRFエネルギー源をデバイス350によって使用するための充電電力に変換す
るための電力変換回路306を含む。電力変換回路306は、RF-DC変換器308を含み、DC-DC変
換器310も含む場合がある。RF-DC変換器308は、受信アンテナ304において受信されたRFエ
ネルギー信号を非交流電力に整流し、一方、DC-DC変換器310は、整流されたRFエネルギー
信号をデバイス350に適合するエネルギーポテンシャル(たとえば、電圧)に変換する。部
分的および完全な整流器、レギュレータ、ブリッジ、ダブラ、ならびにリニア変換器およ
びスイッチング変換器を含む、様々なRF-DC変換器が企図される。
【００３３】
　受信回路302は、受信アンテナ304を電力変換回路306に接続するか、または代替的には
電力変換回路306を切断するためのスイッチング回路312をさらに含む場合がある。電力変
換回路306から受信アンテナ304を切断することにより、デバイス350の充電を中断するだ
けでなく、トランスミッタ200(図2)から「見える」ような「負荷」も変更する。
【００３４】
　上記で開示したように、トランスミッタ200は、トランスミッタ電力増幅器210に供給さ
れるバイアス電流の変動を検出する負荷感知回路216を含む。したがって、トランスミッ
タ200は、レシーバがトランスミッタの近接場内に存在するときを判定するための機構を
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有する。
【００３５】
　複数のレシーバ300がトランスミッタの近接場内に存在するとき、他のレシーバがより
効率的にトランスミッタに結合できるようにするために、1つまたは複数のレシーバの装
荷および除荷を時間多重化することが望ましい場合がある。レシーバはまた、他の近くの
レシーバへの結合を解消するか、または近くのトランスミッタへの装荷を低減させるため
にクローキングされる場合がある。レシーバのこの「除荷」は、本明細書では「クローキ
ング」とも呼ばれる。さらに、レシーバ300によって制御されトランスミッタ200によって
検出される、除荷と装荷との間のこのスイッチングは、以下でより十分に説明するように
、レシーバ300からトランスミッタ200への通信機構を実現する。加えて、レシーバ300か
らトランスミッタ200にメッセージを送信することを可能にするプロトコルが、このスイ
ッチングに関連付けられ得る。例として、スイッチング速度は、100μ秒程度であってよ
い。
【００３６】
　例示的な一実施形態では、トランスミッタとレシーバとの間の通信は、従来の双方向通
信ではなく、デバイス感知および充電制御機構を指す。言い換えれば、トランスミッタは
、エネルギーが近接場で利用可能であるかどうかを調整するために送信された信号のオン
/オフキーイングを使用してよい。レシーバは、これらのエネルギー変化をトランスミッ
タからのメッセージとして解釈する。レシーバ側から、レシーバは、近接場から受け入れ
ている電力量を調整するために受信アンテナの同調および離調を用いる場合がある。トラ
ンスミッタは、近接場から使用される電力のこの差を検出し、これらの変化をレシーバか
らのメッセージとして解釈することができる。送信電力の変調および負荷挙動の他の形態
を利用してよいことに留意されたい。
【００３７】
　受信回路302は、トランスミッタからレシーバへの情報信号伝達に対応し得る、受信エ
ネルギーの変動を識別するために使用される、信号伝達検出器/ビーコン回路314をさらに
含んでよい。さらに、信号伝達/ビーコン回路314は、受信回路302をワイヤレス充電用に
構成するために、低減されたRF信号エネルギー(すなわち、ビーコン信号)の送信を検出す
ることと、受信回路302内の給電されていない回路または電力が枯渇した回路のいずれか
を呼び起こすために低減されたRF信号エネルギーを公称電力に整流することとを行うため
に使用することもできる。
【００３８】
　受信回路302は、本明細書で説明するスイッチング回路312の制御を含む、本明細書で説
明するレシーバ300の処理を調整するためのプロセッサ316をさらに含む。また、レシーバ
300のクローキングは、充電電力をデバイス350に提供する外部の有線充電ソース(たとえ
ば、壁コンセント/USB電力)の検出を含む他のイベントが発生したときにも起こる可能性
がある。プロセッサ316は、レシーバのクローキングを制御するのに加えて、ビーコン回
路314を監視してビーコン状態を判定し、トランスミッタから送信されたメッセージを抽
出することもできる。プロセッサ316は、性能の改善のためにDC-DC変換器310を調整する
こともできる。
【００３９】
　本明細書で説明する例示的な実施形態は、モバイルデバイス(たとえば、携帯電話、メ
ディアプレーヤなど)または電気車両のワイヤレス充電など、任意の好適なワイヤレス電
力アプリケーションの中に実装されてよいことに留意されたい。
【００４０】
　デバイスが、ワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているときを検出
することが有利である場合があることは、当業者には了解されよう。さらに、検出された
デバイスが有効な充電可能デバイスであるかどうかを判定できることが有利である場合が
ある。
【００４１】
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　本明細書で説明する例示的な実施形態は、ワイヤレス電力トランスミッタ内にエネルギ
ーを保存しながら、ワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されている充電可
能デバイスを検出することに関する。例示的な一実施形態によれば、ワイヤレス電力トラ
ンスミッタが電力を送信していない期間(たとえば、ワイヤレス電力トランスミッタの充
電領域内にレシーバが含まれない時間期間)の間に、ワイヤレス電力トランスミッタは低
電力モードに入ることがある。低電力モードにある間、検出回路は、充電可能デバイスが
その領域に入るかどうかを判定するために、ワイヤレス電力トランスミッタの充電領域を
監視することがある。検出回路は、検出回路におけるパラメータの変化を検出するように
構成されてよい。検出回路が、検出回路においてパラメータの変化を検出しない場合、ワ
イヤレス電力トランスミッタは、ある時間が経過した後、より低い電力レベル、スリープ
モード、または場合によっては電源オフに入ることがある。図6Aは、図1のワイヤレス送
信システムまたはワイヤレス充電システム100に、トランスミッタ104に接続された検出回
路115を追加した図である。
【００４２】
　さらに、検出回路115において少なくとも1つのパラメータの変化を検出回路115が検出
する場合、ワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に潜在的な充電デバイスが存在す
る可能性があり、したがって、ワイヤレス電力トランスミッタは、デバイスが、(たとえ
ば、互換性がある)デバイスから電力を受信することが可能であるかどうかの判定を試み
ることがある。たとえば、ワイヤレス電力トランスミッタは、潜在的なデバイスとの通信
リンクの確立を試みることがある。いくつかの実施形態では、ワイヤレス電力トランスミ
ッタは、より高い電力レベルまたは充電電力レベルに入り、潜在的なデバイスの充電を試
みることがある。通信リンクが確立されるならば、充電可能デバイスの存在が確証される
場合がある。ワイヤレス電力トランスミッタが通信リンクを確立できない場合、充電可能
デバイスの存在は確証されない。別の実施形態では、検出回路115の少なくとも1つのパラ
メータの変化を検出回路が検出する場合、ワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に
潜在的な充電デバイスが存在する可能性があり、したがって、ワイヤレス電力トランスミ
ッタは、低電力ビーコンシーケンスを繰り返すステップに入ることがある。一態様では、
低電力ビーコンシーケンスは、潜在的な充電デバイスによって生じるインピーダンスの変
化を検出する場合がある。一態様では、検出回路115は、いくつかの低電力ビーコンシー
ケンスに必要な電力より少ない電力を消費しながら、潜在的な充電可能デバイスを検出す
るように構成される。たとえば、いくつかの実装形態では、周期的な電力ビーコンは、し
きい値を上回るインピーダンス変化を検出するため、または充電可能デバイスがトランス
ミッタに通信を返すのに十分な電力を引き出すことを可能にするために、十分に強くなけ
ればならないことがある。本明細書で説明するいくつかの実施形態によれば、検出回路11
5は、いくつかの周期的電力ビーコンより少ない電力を使用して潜在的な充電可能デバイ
スを検出するように構成されてよい。上記で説明したように、トランスミッタは、検出回
路115による潜在性の検出に応答して、(たとえば、低電力ビーコンに対する置き換えとし
て)さらなる電力ビーコンなしに通信リンクを確立すること、または通信リンクの確立を
試みながら電力ビーコンを開始することのいずれかを行うように構成されてよい(たとえ
ば、電力ビーコンは、消耗または低下したバッテリーを有するレシーバが、通信リンクを
確立するためにビーコンからワイヤレスに電力を必要とすることがあるいくつかの実施形
態において望ましいことがある)。
【００４３】
　いくつかの実施形態では、検出回路115は、検出回路115のキャパシタンスと組み合わさ
れたインダクタのインピーダンスまたは別のキャパシタンスと組み合わされた送信アンテ
ナ204のインダクタンスによって決定される周波数において稼動している発振器を備え得
る、検出のための発振器の方法を利用する場合がある。このキャパシタンスは、トランス
ミッタ200のキャパシタのキャパシタンス、送信アンテナ204自体の寄生キャパシタンス、
または発振器内の別個のキャパシタンスであってよい。インダクタンスとキャパシタンス
との組合せが、共振周波数をもたらすことになる。この得られた回路が共振回路の一部(
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具体的には、オーバーユニティーゲイン(over-unity gain)をもたらすフィードバック回
路の一部)である場合、発振器は、インダクタンスおよびキャパシタンスによって決定さ
れる周波数において稼動する傾向がある。インダクタンスは、任意の金属物体がワイヤレ
ス電力トランスミッタ(すなわち、送信アンテナ204)の充電領域付近にあるかどうかに基
づいて変化するので、もたらされる周波数は、物体が追加または除去されるにつれて変化
することになる。この周波数の変化は、物体の追加または除去を検出するために使用され
得る。
【００４４】
　いくつかの態様では、ワイヤレス電力システムは、パラメータ(すなわち、周波数)の変
化を検出するために上記で説明した検出回路115を使用してよく、次いで、「実際の」ま
たは「充電可能な」ワイヤレス電力デバイスが存在するかどうかを判定するために(充電
を開始する試みのような)2次的方法を使用することになる。場合によっては、ワイヤレス
電力システムが充電を試み、有効なデバイスがないので充電に失敗し、再び速やかにシャ
ットダウンする場合、充電を開始する試みは「誤認警報」をもたらすことになる。そのよ
うなイベントは、多くのアプリケーションにおいてまれにしか起こらないので、それらは
、システムで使用される総電力を著しく増大させるものではない。
【００４５】
　いくつかの異なる発振器回路が、様々な実施形態において使用され得る。図6Bは、検出
回路115内で使用されてよい例示的なグリッドディップ発振器の図である。グリッドディ
ップ発振器400は、一実施形態による、取り付けられたLC回路の共振周波数を測定するた
めに使用される発振器である。図示のように、キャパシタ405およびインダクタ410は、例
示的な検出回路115に対する測定に基づく構成要素である。金属または充電可能デバイス
がトランスミッタ104または204の近くにもたらされると、グリッドディップ発振器400は
、キャパシタ405およびインダクタ410を備える共振回路の出力周波数(frequency out)475
の変化を検出し、その変化に応答して潜在的な物体を検出する場合がある。
【００４６】
　図6Cは、検出回路115内で使用されてよい例示的なリング発振器の図である。リング発
振器500、奇数の一連のインバータ550は、その簡潔さによって水晶発振器用に使用されて
よい。図示のように、キャパシタ505およびインダクタ510は、例示的な検出回路115に対
する測定に基づく構成要素である。コルピッツ(Colpitts)およびハートレー(Hartley)発
振器(図示せず)などの簡単な単一トランジスタ発振器も使用されてよい。それより大きい
ゲインを有し、回路を不安定にさせる傾向のあるフィードバックを有する他のタイプの発
振器も使用されてよい。共振回路(すなわち、送信アンテナ204および追加のキャパシタ)
が接続されることになる検出回路115内に敏感なノード(たとえば、JFET 425のゲート駆動
またはバイポーラトランジスタのベース)が存在することがある。共振周波数におけるイ
ンピーダンスの増加または減少は、発振器をその周波数に保つ傾向がある。
【００４７】
　別の実施形態では、検出回路115は、PLLを含み得る位相ロックループ(PLL)周波数の方
法を利用する場合がある。図7Aは、例示的なPLL(600)回路の図である。この実施形態では
、検出回路115は、共振回路610の共振周波数を「探知する」ためにPLL(600)を使用する。
PLL(600)は、1つの位相比較器入力625に接続されたその周波数出力620と、他の位相入力6
26に接続された、同じ周波数出力によって駆動される共振回路610とを有する。PLL(600)
回路の構成に応じて、1つの周波数出力は、0、90および180度の遅延645を通って進む場合
がある。たいていの場合、共振において、PLL(600)回路は駆動電流から90度の位相遅延を
生じる場合があるので、90度の遅延は、共振回路610の共振周波数がPLL(600)回路によっ
て「ロックされる」ことを可能にする。
【００４８】
　したがって、PLL(600)回路は、共振回路610の共振周波数を効率的に決定する。PLL周波
数の方法は、上記で説明した発振器の方法と同様であってよいが、PLL(600)回路の内部の
電圧制御発振器(VCO)640は、狭い範囲の周波数の間でのみ振れるように設計され得るとい
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う点において利点を有することがある。たとえば、6.78MHzの共振周波数が予測される場
合、その範囲は、6.5MHzと7MHzとの間に制限され得る。これは、電磁干渉(EMI)の原因に
対して有利である場合がある。周波数は容易に測定可能であり、敏感な位相比較器ととも
に使用されるとき、使用される総電力は低いので、PLL周波数法はまた、敏感な検出器で
あるという利点を有する場合がある。
【００４９】
　別の実施形態では、検出回路115は、固定周波数の位相比較器の方法を利用してよい。
図7Bは、位相比較器の方法を利用する回路700の図である。回路700は、基準クロック705
に対してLC回路702によって生じる位相遅延を測定する位相比較器725を備える場合がある
。インダクタンスが変化するにつれて、位相遅れが変化する。位相比較器の方法の1つの
利点は、それが、固定周波数(図示の6.78MHz)において動作してもよく、そのことが、検
出回路115がEMI制限に適合するのを助けることである。しかしながら、位相比較器の方法
は、位相検出器の出力においてもたらされる電圧変化は小さいことがあるので、周波数ベ
ースの解決策よりも敏感ではないことがある。
【００５０】
　別の実施形態では、検出回路115は、差動中央タップ不平衡感知方法を利用してよい。
図8は、中央タップ不平衡方法の回路800の図である。中央タップ不平衡方法の回路800に
おいて、送信アンテナ204が電力増幅器210によって駆動されるとき、完全な平衡負荷は、
中央タップ点850においてゼロ電圧/電流をもたらすことになる。中心を外れた配置、すな
わち金属物体の付近などによる任意の不平衡は、中央タップ点850において測定可能な電
流/電圧をもたらすことになる。したがって、一実施形態によれば、検出回路115を実装す
る方法は、中央タップ点850を監視して、電流または電圧の任意の変化を検出することで
ある。
【００５１】
　図8に示すように、中央タップキャパシタンス835にわたる差動増幅器840は、電流を検
出するために使用され得る。ユーザがデバイスの配置を追加、除去または変更する場合、
二等分した共振器回路815の間の平衡は変化して電流の変化が見られ、物体が検出される
ことになる。回路800もまた、差動増幅器840の出力に接続された振幅検出器855と位相検
出器860とを備える。中央タップが接地または中立点の差動アンテナは、シングルエンド
共振器と電気的に類似するが、EMI生成に関しては、いくつかの利点を有する場合がある
ことに留意されたい。
【００５２】
　本明細書で記述する多くの他の方法におけるように、物体の検出に応答して、システム
は電力を上げ、いくつかの他の手段を使用してデバイスの充電を試みることがあることに
留意されたい。したがって、これは、物体が適合した充電可能デバイスでないときに「誤
認警報」をもたらすことはあるが、トランスミッタ200は、新しい充電可能デバイスが実
際に検出されるまで永続的に電源オンにすることはないので、ユーザに対して予期しない
挙動をもたらす可能性はない。誤認警報は全使用時間のごく一部の間、電力の上昇を生じ
ることがあるだけなので、付加的な使用電力は、概して無視できる場合がある。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、検出の目的で電力増幅器210から小さな信号を効率的に生成
することは難しいことがある。大電力増幅器は、低電力において高い効率で動作すること
はできず、より小さな電力増幅器がスイッチまたは変圧器を介して結合される場合、それ
は複雑さまたは寄生負荷を追加することがある。
【００５４】
　この問題を回避するために、別の態様によれば、送信アンテナ204は、別個の検出器励
起コイルを介して励起されてよい。図9は、例示的な分離コイル構成の図である。分離コ
イル925は、通常充電の間は非アクティブであってよく、検出のための低電力場を与える
ためだけに使用されてよい。十分な電力が、検出を可能にするためにトランスミッタ(TX)
コイル910に結合されてよい。
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【００５５】
　分離コイル925は、TXコイル910の中心にある小さなコイル、TXコイル910のエッジ付近
の小さなコイル、またはさらに、TXコイル910を囲むコイルであってよい。次いで、ワイ
ヤレス電力システムは、異なる方法を介して、一態様では、置かれた物体によって生じた
TXコイル910の振幅または位相の変化を検出することによって、または別の態様では、物
体によって生じた分離コイル925と1次TXコイル910との間の結合の変化を検出することを
介して、置かれている物体を検出してもよい。分離コイル構成は、本明細書で説明する検
出回路または検出方法のいずれかに適用される場合がある。
【００５６】
　いくつかの態様では、検出回路115は、送信共振器を検出回路115から選択的に電子的に
絶縁するスイッチに接続されてよい。図10Aは、送信アンテナ1050を検出回路115から絶縁
するスイッチ1010に接続された検出回路115(グリッドディップ発振器1060)を示す図であ
る。この構成は、ワイヤレス電力伝達の間に検出回路115を強い磁場から保護するために
保護スイッチ(すなわち、スイッチ1010)が検出回路115を送信アンテナ1050から絶縁する
、いくつかの場合に有用である場合がある。したがって、検出回路115は、スイッチが(図
10Aに示すように)「検出」状態にあるときだけ接続される場合がある。この構成は、検出
回路115が低電圧にさらされてよいこと、および電力増幅器210の追加のコンダクタンスお
よびインダクタンスが除去されてよいことの利点を有する場合がある。図7Aおよび図9も
また、スイッチ接続を示す。加えて、絶縁は、通常動作中(たとえば、電力をデバイスに
ワイヤレスに伝達するモードの間)検出回路が主共振器に干渉しないことを確実にするた
めに有利である場合がある。
【００５７】
　場合によっては、検出回路115は、電力増幅器210を含む、トランスミッタ200の残部か
ら切断する手段なしに直接、送信アンテナ204に接続されることがある。図10Bは、切断す
る手段なしに直接、送信アンテナ1050に接続された検出回路115(グリッドディップ発振器
1060)を示す図である。検出回路115は、トランスミッタ200は依然として物理的に接続さ
れているが、トランスミッタ200がオフであるときだけ、動作する場合がある。この構成
は、簡単で安価であり、スイッチングを必要としないという利点を有する場合がある。し
かしながら、検出回路115は、動作中に高電圧にさらされることがあり、検出回路115は、
トランスミッタ200の通常動作に干渉することがあり、検出回路115は、たとえトランスミ
ッタ200がオフのときでも、トランスミッタ200の寄生インダクタンスおよびキャパシタン
スを受けることがある。
【００５８】
　いくつかの実施形態では、他の絶縁方法が、トランスミッタ200を検出回路115から選択
的に電子的に絶縁するために使用される場合がある。図10Cは、送信回路1038とともに構
成される例示的な方向性結合器1030の図である。方向性結合器1030は、一方向の伝送線路
からの電力を結合するために使用される場合がある。この図10Cに示す場合、結合器1030
は、送信回路1038からの反射電力を検出する。完全なインピーダンス整合は反射をまった
く生じないので、反射電力は、直接測定された電力より多く変化する場合がある。
【００５９】
　別の実施形態では、変圧器が、検出回路115を絶縁するために使用される場合がある。
図10Dは、送信回路1038とともに構成される変圧器1032の図である。変圧器1032は、電力
増幅器1025とのガルバニック分離を可能にし、キャパシタ結合器より高い程度の絶縁を可
能にすることがある。
【００６０】
　別の実施形態では、別個の結合コイルが、検出回路115を絶縁するために使用される場
合がある。図10Eは、送信回路1038とともに構成される別個の結合コイル1080の図である
。別個の結合コイル1080は、変圧器構成(図10D)と類似の構成であってよいが、入力1025
だけではなく、送信アンテナ1045全体と結合することができる。上記で説明し、図10A～
図10Eに示したスイッチおよび絶縁構成は、本明細書で説明する任意の検出回路115または
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検出方法に適用されてよい。
【００６１】
　再び図4を参照すると、前述のように、負荷感知回路216は、トランスミッタ200の電力
モードを調整するように構成されてよい。より具体的には、コントローラ214は、トラン
スミッタ200の電力レベルを下げるように、または場合によっては電力を切るように構成
されてよい。
【００６２】
　例示的な一実施形態によれば、検出回路115は、低電力モードにある間に関連付けられ
た充電領域内のデバイスの存在を検出するように構成されてよい。より具体的には、トラ
ンスミッタ202は、関連付けられた充電領域に検出可能なデバイスがなく、トランスミッ
タが電力を送信していない間にコントローラ214を介して低電力モードに移行するように
構成されてよい。さらに、検出回路115は、検出回路115のパラメータ(たとえば、周波数
、位相、電圧、電流など)の変化を検出するように構成されてよい。
【００６３】
　検出回路115がパラメータの変化を検出しないか、またはパラメータの変化が一定のし
きい値内である場合、トランスミッタ200は関連付けられた電力レベルをさらに下げるか
、またはトランスミッタ200の電力が完全に切られることがある。
【００６４】
　検出回路115がパラメータの変化を検出するか、またはパラメータの変化が一定のしき
い値を上回る(すなわち、発振器の方法を使用する検出回路115における周波数が変化した
)場合、トランスミッタ200は、関連付けられた充電領域が充電可能デバイスを含むかどう
かを判定するように構成されてよい。例として、トランスミッタ200(すなわち、コントロ
ーラ214)は、関連付けられた充電領域が有効な充電可能デバイスを含むかどうかを判定す
るために、検出されたデバイスとの通信リンクの確立を試みることがある。
【００６５】
　トランスミッタ200が充電領域内に有効な充電可能デバイスが存在すると判定する(たと
えば、トランスミッタ200が充電可能デバイスと通信リンクをうまく確立する)場合、トラ
ンスミッタ200は、そのデバイスに電力を送信してよい。トランスミッタ200が充電領域内
に有効な充電可能デバイスが存在しないと判定する(たとえば、トランスミッタ200が充電
可能デバイスと通信リンクを確立できない)場合、トランスミッタ200は、低電力モードに
戻るか、またはその電流電力レベルを下げるように構成されてよい。
【００６６】
　図11は、本発明の例示的な実施形態による方法1100を示すフローチャートを示す。方法
1100は、トランスミッタ(たとえば、図4のトランスミッタ202)を低電力モードに入らせる
ステップ(数字1102で示す)を含む場合がある。トランスミッタは、関連付けられた充電領
域に潜在的な充電可能デバイスがなく、トランスミッタが電力を送信しない間に低電力モ
ードに入ることがある。さらに、方法1100は、1つまたは複数のパラメータを監視し(数字
1104で示す)、パラメータがベースラインから変化したかどうかを判定する(数字1114で示
す)検出回路115を含む場合がある。
【００６７】
　検出回路115が充電領域内の物体を示すパラメータの変化を検出しない場合、方法1100
は、ステップ1110に戻ってよく、そこで、トランスミッタの電力がさらに下げられるか、
または完全に切られることがある。短い遅延(数字1112で示す)の後、方法1100は、トラン
スミッタを低電力モードに入らせるステップ(数字1102で示す)を含んでよい。
【００６８】
　検出回路115がパラメータの変化を検出する場合、充電デバイスは、潜在的にトランス
ミッタの充電領域内に配置されている可能性があり、トランスミッタは、関連付けられた
充電領域が有効な充電可能デバイスを含むかどうかを判定してよい(数字1116で示す)。例
として、トランスミッタは、トランスミッタの近接場内に配置されたデバイスとの通信リ
ンクの開始を試みるか、または近接場内のデバイスの充電を試みることによって、関連付
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けられた充電領域が有効な充電可能デバイスを含むかどうかを判定してよい。
【００６９】
　トランスミッタが充電領域内に有効な充電可能デバイスが存在すると判定する(たとえ
ば、トランスミッタが充電可能デバイスと通信リンクをうまく確立する)場合(数字1118で
示す)、トランスミッタは、そのデバイスに電力を送信してよい(数字1120で示す)。トラ
ンスミッタが充電領域内に有効な充電可能デバイスが存在しないと判定する(たとえば、
トランスミッタが充電可能デバイスと通信リンクを確立できない)場合、方法1100はステ
ップ1110に戻ってよく、トランスミッタの電力がさらに下げられるか、または完全に切ら
れることがある。
【００７０】
　従来の方法およびデバイスと比較して、本発明の例示的な実施形態は、ワイヤレス電力
トランスミッタの充電領域内に配置される充電可能デバイスを検出および確認するための
電力をあまり必要としない場合がある。さらに、デバイスは、充電領域内に電力を送信す
る前に、ワイヤレス充電可能デバイスとして確認される場合がある。
【００７１】
　図12は、1つまたは複数の例示的な実施形態による方法1200を示すフローチャートであ
る。方法1200は、検出回路の発振器の周波数の変化を検出するステップ(数字1202で示す)
を含んでよい。さらに、方法1200は、検出回路115が周波数の変化を検出すると、充電可
能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているかどうかを判
定するステップ(数字1204で示す)を含んでよい。
【００７２】
　図13は、1つまたは複数の例示的な実施形態による別の方法1300を示すフローチャート
である。方法1300は、検出回路115によって測定された信号の位相の変化を検出するステ
ップ(数字1302で示す)を含んでよい。方法1300は、検出回路115が位相の変化を検出する
と、充電可能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの充電領域内に配置されているか
どうかを判定するステップ(数字1304で示す)をさらに含んでよい。
【００７３】
　図14は、1つまたは複数の例示的な実施形態による別の方法1400を示すフローチャート
である。方法1400は、送信アンテナ114の中央タップ点における電圧または電流の変化を
検出するステップ(数字1402で示す)を含んでよい。方法1400は、検出回路115が電圧また
は電流の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタの充電領
域内に配置されているかどうかを判定するステップ(数字1404で示す)をさらに含んでよい
。
【００７４】
　図15は、1つまたは複数の例示的な実施形態によるデバイス1500の機能ブロック図であ
る。デバイス1500は、図15に示す簡略ブロック図よりも多くの構成要素を有する場合があ
ることが、当業者には了解されよう。図15は、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの
顕著な特徴を説明するのに有用な構成要素のみを含む。
【００７５】
　デバイス1500は、発振器の周波数の変化を検出するための手段1502を含む。いくつかの
実施形態では、検出するための手段1502は、グリッドディップ発振器400(図6B)によって
またはリング発振器500(図6C)によって実装され得る。デバイス1500は、検出手段が周波
数の変化を検出すると、充電可能デバイスが充電領域内に配置されているかどうかを判定
するための手段1504をさらに含んでよい。いくつかの実施形態では、判定するための手段
1504は、トランスミッタ104または202(図1、図2、図4)を備える。
【００７６】
　図16は、1つまたは複数の例示的な実施形態によるデバイス1600の機能ブロック図であ
る。デバイス1600は、図16に示す簡略ブロック図よりも多くの構成要素を有する場合があ
ることが、当業者には了解されよう。図16は、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの
顕著な特徴を説明するのに有用な構成要素のみを含む。
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【００７７】
　デバイス1600は、信号の位相の変化を検出するための手段1602を含む。いくつかの実施
形態では、検出するための手段1602は、PLL(600)回路(図7A)によってまたは回路700(図7B
)によって実装され得る。デバイス1600は、検出手段が信号の位相の変化を検出すると、
充電可能デバイスが充電領域内に配置されているかどうかを判定するための手段1604をさ
らに含んでよい。いくつかの実施形態では、判定するための手段1604は、トランスミッタ
104または202(図1、図2、図4)を備える。
【００７８】
　図17は、1つまたは複数の例示的な実施形態によるデバイス1700の機能ブロック図であ
る。デバイス1700は、図17に示す簡略ブロック図よりも多くの構成要素を有する場合があ
ることが、当業者には了解されよう。図17は、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの
顕著な特徴を説明するのに有用な構成要素のみを含む。
【００７９】
　デバイス1700は、中央タップ点における電圧または電流の変化を検出するための手段17
02を含む。いくつかの実施形態では、検出するための手段1702は、中央タップ不平衡方法
の回路800(図8)によって実装され得る。デバイス1700は、検出手段が電流または電圧の変
化を検出すると、充電可能デバイスが充電領域内に配置されているかどうかを判定するた
めの手段1704をさらに含んでよい。いくつかの実施形態では、判定するための手段1704は
、トランスミッタ104または202(図1、図2、図4)を備える。
【００８０】
　本開示の一態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法を提供する。一態様では、本
方法は、位相ロックループまたは基準クロックおよび位相比較器を備える検出回路によっ
て測定された信号の位相の変化を検出するステップを含む。いくつかの態様では、本方法
は、信号の位相の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力トランスミッタ
の充電領域内に配置されているかどうかを判定するステップをさらに含む。いくつかの態
様では、検出回路は、トランスミッタの動作特性に基づいて選択的に動作可能である。い
くつかの態様では、充電可能デバイスが充電領域内に配置されているかどうかを判定する
ステップは、充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在するかどうかを判定す
るために、デバイスとの通信リンクの確立を試みるステップ、またはデバイスの充電を試
みるステップを含む。いくつかの態様では、本方法はまた、信号の位相の変化を検出する
ことに基づいて、第1の電力状態から第2の電力状態に移行するステップを含み、第1の電
力状態が、第2の電力状態より低いトランスミッタからの電力出力を有する。いくつかの
態様では、本方法はまた、信号の位相の変化を検出することに応答して、周期信号を送信
するステップを含む。いくつかの態様では、信号の位相の変化は、トランスミッタの送信
共振器を備える共振回路の位相の変化の結果である。
【００８１】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するための方法を提供する。一態様では、
本方法は、差動アンテナを備える検出回路の中央タップ点における電圧または電流の変化
を検出するステップを含む。いくつかの態様では、本方法はまた、電圧または電流の変化
を検出すると、充電可能デバイスがトランスミッタの充電領域内に配置されているかどう
かを判定するステップを含む。いくつかの態様では、検出回路は、トランスミッタの動作
特性に基づいて選択的に動作可能である。いくつかの態様では、本方法はまた、充電可能
デバイスが関連付けられた充電領域内に存在しているかどうかを判定するために、デバイ
スとの通信リンクの確立を試みるステップ、またはデバイスの充電を試みるステップを含
む、充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に配置されているかどうかを判定する
ステップを含む。いくつかの態様では、本方法は、電圧または電流の変化を検出すること
に基づいて、第1の電力状態から第2の電力状態に移行するステップをさらに含み、第1の
電力状態が、第2の電力状態より低いトランスミッタからの電力出力を有する。いくつか
の態様では、本方法はまた、電圧または電流の変化を検出することに応答して、周期信号
を送信するステップを含む。
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【００８２】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供する。一態様で
は、デバイスは、発振手段を含み、発振手段の周波数の変化を検出するように構成される
検出するための手段と、検出手段が周波数の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイ
ヤレス電力を送信するための手段の充電領域内に配置されているかどうかを判定するため
の手段とを含み、送信手段は、検出手段から選択的に電気的に絶縁されるようにさらに構
成される。いくつかの態様では、検出手段は、送信手段を励起するための手段を含む。い
くつかの態様では、検出手段は、送信手段の動作特性に基づいて選択的に動作可能である
。本装置のいくつかの態様はまた、充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在
するかどうかを判定するための手段を含み、判定手段は、デバイスとの通信リンクの確立
を試みるか、またはデバイスの充電を試みるように構成される。いくつかの態様では、送
信するための手段は、少なくとも第1および第2の電力状態のうちの1つにおいて動作する
ようにさらに構成され、第1の電力状態は、第2の電力状態より低い送信手段からの電力出
力を有し、送信手段は、発振手段の周波数の変化を検出することに基づいて、第1の電力
状態から第2の電力状態に移行するようにさらに構成される。いくつかの態様では、送信
するための手段は、発振手段の周波数の変化を検出することに応答して、周期信号を送信
するようにさらに構成される。いくつかの態様では、発振手段の周波数の変化は、送信手
段の共振手段を備える共振回路の共振周波数の変化の結果である。
【００８３】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供する。一態様で
は、デバイスは、信号の位相の変化を検出するように構成される検出するための手段と、
検出手段が位相の変化を検出すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力を送信するため
の手段の充電領域内に配置されているかどうかを判定するための手段とを含む。いくつか
の態様では、送信手段は、検出手段から選択的に電気的に絶縁されるようにさらに構成さ
れる。いくつかの態様では、検出手段は、送信手段を励起するための手段を含む。いくつ
かの態様では、検出手段は、送信手段の動作特性に基づいて選択的に動作可能である。本
装置のいくつかの態様はまた、充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在する
かどうかを判定するための手段を含み、判定手段は、デバイスとの通信リンクの確立を試
みるか、またはデバイスの充電を試みるように構成される。いくつかの態様では、送信す
るための手段は、少なくとも第1および第2の電力状態のうちの1つにおいて動作するよう
にさらに構成され、第1の電力状態は、第2の電力状態より低い送信手段からの電力出力を
有し、送信手段は、信号の位相の変化を検出することに基づいて、第1の電力状態から第2
の電力状態に移行するようにさらに構成される。いくつかの態様では、送信するための手
段は、信号の位相の変化を検出することに応答して、周期信号を送信するようにさらに構
成される。いくつかの態様では、信号の位相の変化は、送信手段の共振手段を備える共振
回路の共振周波数の変化の結果である。
【００８４】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス電力を供給するためのデバイスを提供する。一態様で
は、デバイスは、中央タップ点における電圧または電流の変化を検出するように構成され
る検出するための手段と、検出手段が中央タップ点における電圧または電流の変化を検出
すると、充電可能デバイスがワイヤレス電力を送信するための手段の充電領域内に配置さ
れているかどうかを判定するための手段とを含む。いくつかの態様では、送信手段は、検
出手段から選択的に電気的に絶縁されるようにさらに構成される。いくつかの態様では、
検出手段は、送信手段を励起するための手段を含む。いくつかの態様では、検出手段は、
送信手段の動作特性に基づいて選択的に動作可能である。本装置のいくつかの態様はまた
、充電可能デバイスが関連付けられた充電領域内に存在するかどうかを判定するための手
段を含み、判定手段は、デバイスとの通信リンクの確立を試みるか、またはデバイスの充
電を試みるように構成される。いくつかの態様では、送信するための手段は、少なくとも
第1および第2の電力状態のうちの1つにおいて動作するようにさらに構成され、第1の電力
状態は、第2の電力状態より低い送信手段からの電力出力を有し、送信手段は、電圧また
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は電流の変化を検出することに基づいて、第1の電力状態から第2の電力状態に移行するよ
うにさらに構成される。いくつかの態様では、送信するための手段は、電圧または電流の
変化を検出することに応答して、周期信号を送信するようにさらに構成される。
【００８５】
　情報および信号は、様々な異なる技術および技法のいずれかを使用して表されてよいこ
とが、当業者には理解されよう。たとえば上記説明全体を通して参照することができるデ
ータ、命令、指令、情報、信号、ビット、記号およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁
場または粒子、光学場または粒子、あるいはそれらの任意の組合せによって表すことがで
きる。
【００８６】
　本明細書に開示する例示的な実施形態と関連して説明される様々な例示的論理ブロック
、モジュール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータ
ソフトウェア、または両方の組合せとして実装されてよいことを、当業者はさらに了解す
るであろう。ハードウェアおよびソフトウェアのこの互換性を明確に説明するために、様
々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップが、それらの機能
の観点から一般的に上記で説明されている。そのような機能がハードウェアまたはソフト
ウェアのどちらとして実施されるのかは、システム全体に課される特定の用途および設計
制約に依存する。当業者は、説明した機能を特定の適用例ごとに様々な方法で実装してよ
いが、そのような実装の決定は、本発明の例示的な実施形態の範囲からの逸脱を生じるも
のと解釈すべきではない。
【００８７】
　本明細書で開示される例示的な実施形態に関連して説明される様々な例示的な論理ブロ
ック、モジュール、および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特
定用途向け集積回路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他の
プログラマブル論理デバイス、別個のゲートもしくはトランジスタ論理、別個のハードウ
ェアコンポーネント、または本明細書で説明される機能を実行するように設計されている
それらの任意の組合せによって、実装あるいは実行されてよい。汎用プロセッサはマイク
ロプロセッサであり得るが、代替実施形態では、プロセッサは、任意の従来のプロセッサ
、コントローラ、マイクロコントローラ、またはステートマシンであってよい。プロセッ
サは、たとえばDSPとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコア
と連結した1つまたは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のこのような構成など
、コンピューティングデバイスの組合せとしても実装されてよい。
【００８８】
　本明細書で開示する例示的な実施形態に関して説明する方法またはアルゴリズムのステ
ップは、直接ハードウェアで、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールで
、またはその2つの組合せで具現化されてよい。ソフトウェアモジュールは、ランダムア
クセスメモリ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プログラマブル
ROM(EPROM)、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、
リムーバブルディスク、CD-ROM、または、当技術分野で既知である任意の、他の形態の記
憶媒体中に存在する場合がある。例示的な記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を
読取り、そこに情報を書込みできるようにプロセッサに結合される。代替として、記憶媒
体はプロセッサと一体化されてもよい。プロセッサおよび記憶媒体はASIC内に存在する場
合がある。ASICは、ユーザ端末内に存在する場合がある。代替として、プロセッサおよび
記憶媒体は、ユーザ端末内に個別構成要素として存在する場合がある。
【００８９】
　1つまたは複数の例示的実施形態では、説明される機能を、ハードウェア、ソフトウェ
ア、ファームウェア、またはその任意の組合せで実施してもよい。ソフトウェアに実装さ
れた場合、それらの機能は、1つまたは複数の命令またはコードとして、コンピュータ可
読媒体上に記憶されるか、またはコンピュータ可読媒体を介して送信される場合がある。
コンピュータ可読媒体は、コンピュータ記憶媒体と、ある場所から別の場所へのコンピュ
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ータプログラムの転送を容易にする任意の媒体を含む通信媒体との両方を含む。記憶媒体
は、コンピュータによってアクセスされ得る任意の利用可能な媒体である場合がある。限
定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、RAM、ROM、EEPROM、CD-ROMも
しくは他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置もしくは他の磁気記憶デバイス、
あるいは、命令もしくはデータ構造の形態の所望のプログラムコードを搬送または記憶す
るために使用することができ、コンピュータによってアクセス可能である、任意の他の媒
体を含むことができる。また、任意の接続が正当にコンピュータ可読媒体と呼ばれる。た
とえば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア線、デジタ
ル加入者線(DSL)、または、赤外線、無線、およびマイクロ波のようなワイヤレス技術を
使用してウェブサイト、サーバ、または他の遠隔ソースから送信される場合には、同軸ケ
ーブル、光ファイバケーブル、ツイストペア線、DSL、または、赤外線、無線、およびマ
イクロ波のようなワイヤレス技術は、媒体の規定に含まれる。ディスク(disk)およびディ
スク(disc)は、本明細書において使用されるときに、コンパクトディスク(disc)(「CD」)
、レーザディスク(disc)、光ディスク(disc)、デジタル多用途ディスク(disc)(「DVD」)
、フロッピー(登録商標)ディスク(disk)およびブルーレイディスク(disc)を含み、ディス
ク(disk)は通常、データを磁気的に再生し、一方、ディスク(disc)は、レーザを用いてデ
ータを光学的に再生する。上記の組合せもコンピュータ可読媒体の範囲の中に含まれるべ
きである。
【００９０】
　開示されている例示的な実施形態についての以上の説明は、すべての当業者による本発
明の構築または使用を可能にするために提供されたものである。これらの例示的な実施形
態に対する様々な修正が当業者には容易に明らかになるであろうし、本明細書で定義する
一般原理は、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなしに他の実施形態に適用される場
合がある。したがって、本発明は、本明細書に示す例示的な実施形態に限定されることを
意図しておらず、本明細書に開示する原理および新規の特徴と一致する最も広い範囲を与
えられるものとする。
【符号の説明】
【００９１】
　　100　ワイヤレス送信または充電システム
　　102　入力電力
　　104　トランスミッタ
　　106　場
　　108　レシーバ
　　110　出力電力
　　112　距離
　　114　送信アンテナ
　　115　検出回路
　　118　受信アンテナ
　　119　通信チャネル
　　122　発振器
　　123　調整信号
　　124　電力増幅器
　　125　制御信号
　　126　フィルタおよび整合回路
　　132　整合回路
　　134　整流器およびスイッチング回路
　　136　バッテリー
　　150　ループアンテナ
　　152　キャパシタ
　　154　キャパシタ
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　　156　共振信号
　　200　トランスミッタ
　　202　送信回路
　　204　送信アンテナ
　　206　固定インピーダンス整合回路
　　208　ローパスフィルタ(LPF)
　　210　電力増幅器
　　212　発振器
　　214　コントローラ
　　216　負荷感知回路
　　260　密閉型検出器
　　280　存在検出器
　　300　レシーバ
　　302　受信回路
　　304　受信アンテナ
　　306　電力変換回路
　　308　RF-DC変換器
　　310　DC-DC変換器
　　312　スイッチング回路
　　314　信号伝達検出器/ビーコン回路
　　316　プロセッサ
　　350　デバイス
　　400　グリッドディップ発振器
　　405　キャパシタ
　　410　インダクタ
　　425　JFFT
　　475　共振回路の出力周波数
　　500　リング発振器
　　505　キャパシタ
　　510　インダクタ
　　550　インバータ
　　600　位相ロックループ(PLL)
　　610　共振回路
　　620　周波数出力
　　625　位相比較器入力
　　626　位相入力
　　640　電圧制御発振器(VCO)
　　645　遅延
　　700　回路
　　702　LC回路
　　705　基準クロック
　　725　位相比較器
　　800　中央タップ不平衡方法の回路
　　815　共振器回路
　　835　中央タップキャパシタンス
　　840　差動増幅器
　　850　中央タップ点
　　855　振幅検出器
　　860　位相検出器
　　910　トランスミッタ(TX)コイル
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　　925　分離コイル
　　1010　スイッチ
　　1025　電力増幅器
　　1030　方向性結合器
　　1032　変圧器
　　1038　送信回路
　　1045　送信アンテナ
　　1050　送信アンテナ
　　1060　グリッドディップ発振器
　　1080　別個の結合コイル
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